




















【工法】　土工－その他 技術詳細説明資料 様式３

技術の名称 KABUTO工法

開発会社名 前田工繊株式会社　国立大学法人大阪大学

ＮＥＴＩＳ登録番号 □登録済み：登録番号【　              　　　    】　　　　　■未登録

申請先の地方整備局 近畿地方整備局　近畿技術事務所

分類 〔レベル１：土工〕、〔レベル２：その他〕、〔レベル３：－〕、〔レベル４：－〕

使用可能な工事の種類 新設および既設の道路盛土の耐震補強に使用する。

備考

中 小 従来技術のコスト 申請技術のコスト 従来技術との比較＜結果＞

イニシャルコスト
材料費及び施工費

2,311,960円/10m 1,125,374円/10m 51.32%向上

ランニングコスト 対象外 - - -
その他 - - - -

トータルコスト 合計額 2,311,960円/10m 1,125,374円/10m 51.32%向上

備考

中 小 ①現行基準値等
②申請技術について実証により確認
した数値等

③従来技術との比較＜結果＞

構造 技術の成立性

-

申請技術は、盛土の天端一体化工法とし
て、道路盛土の天端に補強材（ジオテキ
スタイル）を敷設することにより、新設お
よび既設の道路盛土を耐震補強させる
工法であり、技術の成立性は実験や施
工実績等で確認されている。
盛土天端部に敷設されるジオテキスタイ
ルで盛土のり面を巻き込む構造であり、
ジオテキスタイルによる拘束効果により、
盛土天端部の一体化効果が発揮され
る。地震発生時には、路面に影響を及ぼ
すような盛土のすべり崩壊を防止するこ
とにより、道路機能を確保することができ
る。

-

施工段階 作業員に対する事故等の発生
土木工事安全施工技術指針：第２章
安全措置一般：第１節による。

申請技術に起因する事故等の発生
はない。

同程度
従来技術に起因する事故等の発生
はない。

※仮設工については施工段階の
安全性は含まない。

第三者に対する事故等の発生
土木工事安全施工技術指針：第２章
安全措置一般：第１節による。

申請技術に起因する事故等の発生
はない。

同程度
従来技術に起因する事故等の発生
はない。

工法内容

－

申請技術は、盛土の天端一体化工法とし
て、新設および既設の道路盛土に対し
て、地震時に最も大きな揺れを受ける盛
土の天端のみを効率的にジオテキスタイ
ルで補強する工法である。
既設盛土の天端を一部掘削して補強材
を敷設した後に、盛土材料を敷均し・締
固める方法で、既設盛土を耐震補強す
る。

向上
従来技術は、道路盛土の高さ方向に一
定の間隔でジオテキスタイルを敷設して、
盛土を補強する工法である。
ジオテキスタイルを盛土の高さ方向に一
定の間隔で敷設するため、盛土の掘削
範囲は盛土の全高さに及ぶ。

補強材の材質
補強材は、高強度で伸びが小さくク
リープ変形の小さいアラミド繊維とポ
リエチレン樹脂を複合させたジオテ
キスタイルである。

申請技術の補強材は、高強度で伸
びが小さくクリープ変形の小さいアラ
ミド繊維とポリエチレン樹脂を複合さ
せたジオテキスタイルである。

同程度
従来技術の補強材は、高強度で伸
びが小さくクリープ変形の小さいアラ
ミド繊維とポリエチレン樹脂を複合さ
せたジオテキスタイルである。

補強材の引張特性

補強材の品質管理強度は、HG-36：
36kN/m、HG-50：50kN/m、HG-60：
60kN/m、HG-80：80kN/m、HG-100：
100kN/m、HG-120：120kN/m、HG-
150：150kN/m、HG-200：200kN/mで
ある。

申請技術の補強材は、引張試験に
より、製品基準強度を上回っている
ことを確認した（HG-36：41kN/m、
HG-50：57.3kN/m、HG-60：
66.4kN/m、HG-80：89.8kN/m、HG-
100：114.1kN/m、HG-120：
139.1kN/m、HG-150：175.1kN/m、
HG-200：228.6kN/m）。

同程度
従来技術の補強材は、引張試験に
より、製品基準強度を上回っている
ことを確認した（HG-36：41kN/m、
HG-50：57.3kN/m、HG-60：
66.4kN/m、HG-80：89.8kN/m、HG-
100：114.1kN/m、HG-120：
139.1kN/m、HG-150：175.1kN/m、
HG-200：228.6kN/m）。

補強材のクリープ特性

－

補強材のクリープを考慮した材料安
全率は、Fcr=1.54（クリープ低減係
数：μ=0.65、クリープを考慮した材料
安全率Fcr=1/μ=1.54）であることを
確認した。

同程度
補強材のクリープを考慮した材料安
全率は、Fcr=1.54（クリープ低減係
数：μ=0.65、クリープを考慮した材料
安全率Fcr=1/μ=1.54）であることを
確認した。

補強材の耐衝撃性

－
申請技術の補強材は、耐衝撃試験
後の強度保持率が90%以上であるこ
とを確認した。

同程度
従来技術の補強材は、耐衝撃試験
後の強度保持率が90%以上であるこ
とを確認した。

補強材の耐薬品性

－

申請技術の補強材は、衝撃試験後
に1000時間薬品浸漬した時の引張
強度の強度保持率が90%以上である
ことを確認した。

同程度
従来技術の補強材は、衝撃試験後
に1000時間薬品浸漬した時の引張
強度の強度保持率が90%以上である
ことを確認した。

盛土材料と補強材の引抜き抵
抗

－

申請技術の補強材と土とのせん断
強度は、豊浦砂（c=0,φ=36～

39°）、砂質土（c=1～23kN/m
2
,φ

=27～35°）、粘性土（c=10～

16kN/m
2
,φ=3～10°）と土のせん断

強度と同程度であり、十分な引抜き
抵抗を有することを確認した。

同程度
従来技術の補強材と土とのせん断
強度は、豊浦砂（c=0,φ=36～

39°）、砂質土（c=1～23kN/m
2
,φ

=27～35°）、粘性土（c=10～

16kN/m
2
,φ=3～10°）と土のせん断

強度と同程度であり、十分な引抜き
抵抗を有することを確認した。

形状 補強材の目合い 補強材の目合いは、HG-36～80は
縦100mm×横28mmで、HG-100～
200は縦50mm×横28mmである（目
合いとは、縦と横の網目の大きさで
ある）。

申請技術の補強材の目合いは、
HG-36～80は縦100mm×横28mm
で、HG-100～200は縦50mm×横
28mmであることを確認した。

同程度
従来技術の補強材の目合いは、
HG-36～80は縦100mm×横28mm
で、HG-100～200は縦50mm×横
28mmであることを確認した。

能力 地震後の盛土変形

地震後の路面の段差量を、車両が
走行可能な25cm程度に抑えること。

申請技術は、動的遠心模型実験の
結果、地震時にすべり線が天端に達
することなく、正弦波500gal加振後の
路面の沈下量は3cm程度であり、路
面の平坦性を確保できることを確認
した。
また、加振後の残留変形が、無対策
の盛土に比べて、路面の沈下量を
98%程度減少できることを確認した。

向上
従来技術は、模型実験により、加振
後の残留変形が、無対策の盛土に
比べて、路面の沈下量を70%程度減
少できることが確認されている。

補強材の重量

補強材の質量は650～1050g/m
2
で

ある。

申請技術に用いる補強材の重量

は、650～1050g/m
2
と軽量であること

を確認した。

同程度
従来技術に用いる補強材の重量

は、650～1050g/m
2
と軽量であること

を確認した。
資材の搬入

－

申請技術に用いる補強材は幅1.2m、
長さ30mで、直径50cm程度のロール
状で搬入されるため、資材の搬入が
容易である。

同程度
申請技術に用いる補強材は幅1.2m、
長さ30mで、直径50cm程度のロール
状で搬入されるため、資材の搬入が
容易である。

品質・出来形 材料

評価項目

耐久性 物性

安全性

※労働安全衛生法上の安全
性等は含まない。

大

経済性

申請者記入欄

大

申請者記入欄

評価項目



盛土材料

－

既設の盛土に申請技術を適用する
場合は、掘削した盛土材料を再利用
する。
新設の盛土に申請技術を適用する
場合は、締固め密度やせん断強度
が大きくて締固めしやすく、盛土の安
定性に支障を及ぼすような膨潤ある
いは収縮のない土質材料を用いる。

同程度
既設の盛土に申請技術を適用する
場合は、掘削した盛土材料を再利用
する。
新設の盛土に申請技術を適用する
場合は、締固め密度やせん断強度
が大きくて締固めしやすく、盛土の安
定性に支障を及ぼすような膨潤ある
いは収縮のない土質材料を用いる。

事前調査

－

申請技術は、事前調査として地盤調
査や土質試験等を行い、盛土および
基礎地盤の成層状態、各層の土質・
力学的特性、地下水位を確認してお
く。

同程度
従来技術は、事前調査として地盤調
査や土質試験等を行い、盛土および
基礎地盤の成層状態、各層の土質・
力学的特性、地下水位を確認してお
く。

施工方法 既設の道路盛土の耐震対策として、
申請技術を適用する場合は、既設盛
土の天端部の掘削→ジオテキスタイ
ル敷設→盛土材料の敷均し・締固め
の手順で施工される。
地震時に最も大きな揺れを受ける盛
土の天端のみを効率的にジオテキ
スタイルで補強するため、盛土の掘
削範囲は盛土の天端部のみであ
る。

向上
既設の道路盛土の耐震対策として、
従来技術を適用する場合は、既設盛
土の掘削→ジオテキスタイル敷設→
盛土材料の敷均し・締固めの手順で
施工される。
ジオテキスタイルを盛土の高さ方向
に一定の間隔で敷設するため、盛土
の掘削範囲は盛土の全高さに及
ぶ。

盛土の締固め層厚

盛土の締固め層厚は30cm以下とす
る。

申請技術の盛土の締固め層厚は、1
層あたり30cm以下であることを確認
した。

同程度
従来技術の盛土の締固め層厚は、1
層あたり30cm以下であることを確認
した。

完成物 盛土の締固度

締固め度が90%以上であること。
申請技術の締固度は、締固度が90%
以上であることを確認した。

同程度
従来技術の締固度は、締固度が90%
以上であることを確認した。

合理化 工程
－ 申請技術の工程は3日/10mである。

向上
従来技術の工程は9日/10mである。

施工スペース

－

申請技術は、イニシャルコストの積
算条件では、補強材の敷設に、施工

延長10mあたり、45m
2
程度（幅4.5m

×延長10m）の施工スペースが必要
となるが、道路を片側交互交通規制
しながらの施工が可能である。

向上
従来技術は、イニシャルコストの積
算条件では、施工延長10mあたり、

80m
2
程度（幅8.0m×延長10m）の施

工スペースが必要となり、道路を供
用しながらの施工が困難である。

材料の仮置きスペース

－
申請技術は、使用材料の仮置きに、

20m
2
程度（延長10m施工の場合）の

スペースが必要になる。

同程度
従来技術は、使用材料の仮置きに、

20m
2
程度（延長10m施工の場合）の

スペースが必要になる。

適用範囲 適用可能な範囲

－
新設および既設の盛土の耐震補強
では、盛土の適用高さは5m～20m、
盛土勾配は1:1.5～1:2.0である。

同程度
新設および既設の盛土の耐震補強
では、盛土の適用高さは5m～20m、
盛土勾配は1:1.5～1:2.0である。

自然条件 天候（雨、風、雪） 強風、大雨、大雪等の悪天候のた
め、作業の実施について危険が予
想されるときは、作業を中止するこ
と。

強風、大雨、積雪時は施工しない。
同程度
強風、大雨、積雪時は施工しない。

施工管理 施工管理項目（出来形管理） 施工管理項目：補強材の敷設基準
高、補強材の敷設長、敷設間隔であ
り、その頻度は、施工延長が40mに
つき1箇所、40m以下のものは1施工
個所につき2箇所である。

申請技術の施工管理項目は、補強
材の敷設基準高、補強材の敷設長、
補強材の敷設間隔、盛土材料の締
固め度である。

同程度
従来技術の施工管理項目は、補強
材の敷設基準高、補強材の敷設長、
補強材の敷設間隔、盛土材料の締
固め度である。

難易度 熟練工依存度

-
申請技術は、世話役、普通作業員、
特殊作業員により施工を行う。

同程度
従来技術は、世話役、普通作業員、
特殊作業員により施工を行う。

社会環境 交通規制

－
申請技術は、片側交互交通規制を
行いながらの施工が可能である。

向上
従来技術は、補強材を盛土の高さ方
向に一定の間隔で敷設するため、補
強材の必要敷設長の確保のため
に、盛土を大きく掘削する必要があ
り、施工中は通行止めが必要にな
る。

作業員環境 職業疾病罹災リスク
土木工事安全施工技術指針：第２章
安全措置一般：第１節による。

申請技術は、職業疾病罹災リスクは
ない。

同程度
従来技術は、職業疾病罹災リスクは
ない。

現場条件

施工

施工性

周辺環境への影響


